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出雲市長 長 岡 秀 人 様 

 

 

出雲市監査委員 周 藤   滋 

出雲市監査委員 吾 郷 紘 一 

出雲市監査委員 多々納 剛 人 

 

 

平成２７年度(2015)決算に係る健全化判断比率 

及び資金不足比率審査意見の提出について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項

の規定により審査に付された平成２７年度（2015）健全化判断比率及び資金不

足比率を審査し、意見を合議により決定しましたので別紙のとおり提出します。 

 

 

 



 

 

平成２７年度(2015)健全化判断比率審査 
  

第１ 審査の対象 

１ 監査等の種類 

  健全化判断比率審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3条第 1項） 

 

２ 審査の対象  

 平成２７年度(2015)出雲市一般会計歳入歳出決算等に係る実質赤字比率、連結実

質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びにその算定の基礎となる事項を

記載した書類 

 

３ 審査の着眼点  

（１）健全化判断比率は関係法令に基づいて正確に算定されているか。 

（２）比率及び比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているか。 

 

４ 審査の主な実施手続  

   市長から審査に付された書類について、審査の着眼点に基づき比率の算定に必要な決

算書及び参考資料の確認を行い、計数の正確性を審査した。 

 

５ 審査の実施場所及び日程 

（１）実施場所  監査委員事務局 

（２）日  程  平成２８年７月１３日から平成２８年８月５日まで 

 

６ 審査を執行した監査委員名 

   出雲市識見監査委員  周  藤    滋 

  出雲市識見監査委員  吾  郷 紘 一 

  出雲市議選監査委員  多々納 剛 人 
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第２ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は適正に

作成され、健全化判断比率は正確に算定されていることを認めた。 

 

 

第３ 審査意見 

  平成 27 年度出雲市一般会計歳入歳出決算等に係る健全化判断比率は以下のとおり

であり、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 2条第 5号に規定する早期健全

化基準を下回っていることを認めた。 

                                  （単位：％） 

健全化判断比率 平成２７年度 早期健全化基準 備  考 

1 実質赤字比率 ― １１．２９  

2 連結実質赤字比率 ― １６．２９  

3 実質公債費比率 

(3 か年平均) 
１８．２ ２５．０ 

 

4 将来負担比率 １７６．９ ３５０．０  

※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は赤字額が生じていないため「－」の記

号で表示している。 

  

１ 実質赤字比率について 

実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比

率である。平成 27 年度の実質収支額は 9 億 7,716 万円の黒字決算となり、比率は

算定されないことを確認した。 

 

２ 連結実質赤字比率について 

連結実質赤字比率は、公営企業会計を含めた全ての会計を対象とした実質赤字額 

（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率である。平成 27 年度の実質収

支額及び資金収支額は 44 億 370 万円の黒字決算となり、比率は算定されないこと

を確認した。 

 

３ 実質公債費比率について 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金と準元利償還金の標準財政

規模に対する比率である。平成 27 年度は 18.2％であることを確認した。前年度と

比べ 1.3 ポイント改善した。平成 27 年度決算の状況はこれから公表されるので他

の自治体との比較はできないが、平成 26 年度の全国市区町村平均は 8.0％、県内

市町村平均は 15.6％であった。 
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４ 将来負担比率について 

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対

する比率である。平成 27年度は 176.9％であることを確認した。前年度と比べ 20.0

ポイント改善した。同様に、平成 26 年度の全国市区町村平均は 45.8％、県内市町

村平均は 131.9％であった。 
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平成２７年度(2015)資金不足比率審査 

  

第１ 審査の対象 

１ 監査等の種類 

資金不足比率審査 （地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第 1項） 

 

２ 審査の対象  

（１）平成２７年度(2015)出雲市水道事業会計 

（２）平成２７年度(2015)出雲市病院事業会計 

（３）平成２７年度(2015)出雲市簡易水道事業特別会計 

（４）平成２７年度(2015)出雲市下水道事業特別会計 

（５）平成２７年度(2015)出雲市農業・漁業集落排水事業特別会計 

（６）平成２７年度(2015)出雲市浄化槽設置事業特別会計 

（７）平成２７年度(2015)出雲市風力発電事業特別会計 

（８）平成２７年度(2015)出雲市企業用地造成事業特別会計 

（９）平成２７年度(2015)出雲市廃棄物発電事業特別会計 

  上記の会計に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

３ 審査の着眼点  

（１）資金不足比率は関係法令に基づいて正確に算定されているか。 

（２）比率及び比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているか。 

 

４ 審査の主な実施手続  

   市長から審査に付された書類について、審査の着眼点に基づき比率の算定に必要な決

算書及び参考資料の確認を行い、計数の正確性を審査した。 

 

５ 審査の実施場所及び日程 

（１）実施場所  監査委員事務局 

（２）日  程  平成２８年７月１３日から平成２８年８月５日まで 

 

６ 審査を執行した監査委員名 

   出雲市識見監査委員  周  藤    滋 

  出雲市識見監査委員  吾  郷 紘 一 

  出雲市議選監査委員  多々納 剛 人 
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第２ 審査の結果 

審査に付された資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は適正に作 

成され、資金不足比率は正確に算定されていることを認めた。 

 

 

第３ 審査意見 

  平成 27 年度の水道事業会計決算等に係る資金不足比率並びに地方公共団体の財政

の健全化に関する法律第 23 条第 1 項に規定する経営健全化基準は、以下のとおりで

あった。 

  いずれの会計も資金の不足額がないため、資金不足比率は算定されないことを認め

た。 

                                  （単位：％） 

会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 備  考 

水道事業  ―  ２０．０  

病院事業 ―  ２０．０  

簡易水道事業 ―  ２０．０  

下水道事業 ―  ２０．０  

農業・漁業集落排水事業 ―  ２０．０  

浄化槽設置事業 ―  ２０．０  

風力発電事業 ― ２０．０  

企業用地造成事業 ―  ２０．０  

廃棄物発電事業 ―  ２０．０  

※ 資金不足比率は資金不足額が生じていないため「－」の記号で表示している。 
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